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  １ 社会環境と子ども・若者  

 （１）子ども・若者人口の減少  

総務省の「国勢調査」によると、令和２年１０月１日現在の山梨県の総人口は

８０万人（令和６年１２月１日現在は７８万９５３４人：山梨県常住人口調査結

果）となっており、平成１２年の８８万人をピークに減少に転じています。この

うち、子ども・若者（０～２９歳）の人口は２０万人で、総人口の２４．６％を

占めています。  

子ども・若者の人口は、ほぼ一貫して減少しており、総人口に占める子ども・

若者の割合は、昭和４５年の「国勢調査」で５０％を下回り、その後も減少を続

けています。【図表１】  

この現象は、出生率の低下、平均寿命の伸長に起因しますが、加えて大学等へ

の進学や就職による子ども・若者の県外流出も要因の一つになっています。  

      人口が減少する中で、持続可能な地域社会をつくるためには、高齢者や女性、

障害者などを含む全員参加型の社会が求められます。そのために、生涯にわたっ

て学び続け、一人ひとりの持てる力を生かすことが可能な社会づくり、安心して

子どもを産み、仕事を続けながら、楽しくやりがいをもって子育てすることがで

きる環境が整った社会づくり、障害の有無を問わず誰もが住みやすい社会づくり

に向けた取組を推進する必要があります。  

  

【図表１】総人口に占める子ども・若者人口の割合の推移（山梨県）  

 

資料：総務省「国勢調査」（昭和４５年～令和２年）  
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（２）少子化・核家族化の進行  

近年、全国的に出生数は減少の一途をたどり少子高齢化社会が到来していま

す。 

山梨県における令和５年の出生数は、４，３９７人、合計特殊出生率は１．３

２で、出産世代の女性人口は年々減ってきており、今後も少子化が進行すると考

えられます。【図表２】 

また、全国で１８歳未満の子どもがいる世帯の割合は、平成７年の３３．３％

から、令和５年は１８．１％と大きく減少しています。【図表３】  

さらに、親と子どものみの核家族は、平成７年の６９．４％から令和５年は８

２．４％に増加している反面、親と子ども、祖父母からなる三世代世帯は２６．

９％から１１．２％に減少しており核家族化も進行しています。【図表４】 

少子化の進行は、学校や保育所等の小規模化や統廃合をもたらし、核家族化も

加わって、子どもの人間関係が固定的になり、同世代や異世代の人々との多様な

人間関係の中で、子どもの自主性や社会性が育まれる機会を少なくしていると考

えられます。  

     次代を担う子ども・若者が健やかに育成される環境の整備を進めるとともに、

子育てを家庭、学校、地域社会、企業等が一体となって、社会全体で支援する取

組をさらに進めていくことが必要になります。  

【図表２】出生数・合計特殊出生率の推移（山梨県・全国） 

 

＊合計特殊出生率 １５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計した数値で、一人の女性が一生の間に

産むと推定される子どもの数の平均。 

資料：総務省「人口統計調査」（昭和６０年～令和５年）  
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【図表３】世帯数と１８歳未満の子どものいる世帯数割合（全国） 

 資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成７年～令和５年）  

 

  

【図表４】１８歳未満の子どものいる世帯の内訳（世帯構造別）（全国）  

  
＊平成 7年の数値は兵庫県を除いたものである。  

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成７年～令和５年）    
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（３）情報化社会の進展  

情報通信技術（ＩＣＴ）は、経済の成長や生活の利便性の向上に不可欠なツー

ルとして目覚ましい発展を遂げてきました。  

ＩＣＴの進展とともに、パソコンやスマートフォン、タブレット端末などのデ

ジタル機器が急速に普及し、私たちはインターネットを通じて様々な情報を簡単

に取得することができるようになりました。  

総務省の「通信利用動向調査」によると、年齢階層別インターネットの利用状

況（個人）は、１３歳～６９歳の年齢層でインターネット利用が９割を超え、６

歳～１２歳の年齢層においても９割近くになっています。【図表５】  

  

【図表５】年齢階層別インターネット利用状況（個人）（全国）  

 

 

当課が一昨年実施した「子ども・若者の意識と行動に関する調査」によると、

１２歳～１４歳（中学生層）のスマートフォン・携帯電話の所持率が８３．７％

と前回調査(平成３０年)よりも増加し、およそ５人のうち４人がスマートフォ

ン・携帯電話を所持しています。【図表６】 

また、同調査では、一日にインターネットにアクセスする時間が「３時間以

上」が最も多く、３５．０％になっています。前回調査(平成３０年)と比較する

と全体的にインターネットにアクセスする時間が増加しています。【図表７】  
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どのように見せたり、使わせたりするのかをアドバイスしています。このこと

は、子どもが小さなうちからスマートフォンの使い方に関する取組をしていく必

要性があることを示しています。【図表８】  
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【図表６】スマートフォン・携帯電話の所持率 【図表８】内閣府リーフレット (令和５年) 

                （山梨県）   ネット・スマホのある時代の子育て  

 
 

 

【図表７】一日にインターネットにアクセスする時間（学校や仕事のある日）（山梨県）  

 

資料：県生涯学習課「子ども・若者の意識と行動に関する調査」（令和５年）  
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（４）グローバル化の進展  

交通手段、ＩＣＴの進歩による国境を越えた人、モノ、情報の流れが加速し、

経済、社会、文化など様々な分野において、グローバル化が進んでいます。  

法務省の在留外国人統計によると、日本に在留資格を持って滞在している在留

外国人数は、平成２５年末は２０６万人でした。その後年々増加し、コロナの影

響もあり令和２年末からは若干減少したものの、令和４年末には再び増加し令和

５年末には３４０万人に達し、過去最高となりました。【図表９】  

地域社会においては、様々な国際交流活動を推進し、多文化共生や異文化理解

を深める取組とともに、自分の住む地域の自然や文化、伝統を知り、誇りと愛着

をもち、そして地域づくりに積極的に参画する人材育成も大切です。 

  

                   

資料：法務省「在留外国人統計」（令和５年） 
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（５）子ども・若者の自己形成  

①学校と勉強  

令和５年実施の「子ども・若者の意識と行動に関する調査」項目の１つにあった

「何のために勉強していると思うか」の問いに対し、中高生は「よい大学に入り、

よい会社に就職するため」（４０．２％）の回答が最も多く、続いて、「知識・技能

を身につけるため」（３４．６％）、「自分のやりたいことを見つけるため」（３３．

６％）と回答しています。【図表１０】 

過去の調査と比較すると、「よい大学に入り、よい会社に就職するため」の割合が

増え（平成２４年：２３．０％、平成３０年：３４．５％）、予測の難しい将来を見

据えながら、就職を意識して勉強している傾向が強くなっています。 

また、直近４年間の「全国学力・学習状況調査」における、本県の児童生徒の学

力の状況を全国と比較してみると、各教科（国語・算数〈数学〉）の平均正答率は、

小学校では国語が少しずつ上昇傾向で、今年度は全国平均を上回りました。算数は

全国平均をやや下回る傾向で、過去３年間その差に大きな変化はありません。中学

校では、これまで国語は全国平均を上回っていましたが、今年度全国平均をわずか

に下回りました。数学は毎年全国平均を下回り、その差は少しずつ広がっていま

す。【図表１１－１・２・３・４】  

２０２０（令和２）年度より小学校から順次、新しい学習指導要領が全面実施と

なりました。また、新型コロナウイルスの感染拡大によって前倒しされた GIGAスク

ール構想によって、１人１台端末が整備されて４年あまりが経ちました。 

変化の激しい時代だからこそ、受け身ではなく変化を前向きに受け止め、AI（人

工知能）とは異なる人間ならではの感性を働かせて、社会や人生をより豊かなもの

にしたり、現在では想像できない未来の姿を描き、実現したりすることがより一層

必要です。 

各学校においては、主体的・対話的で深い学びにより未来の創り手として必要な

資質・能力を育むことがこれまで以上に求められています。  

 

【図表１０】何のために勉強していると思うか（山梨県）  

 

資料：県生涯学習課「子ども・若者の意識と行動に関する調査」（令和５年）  
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【図表１１】全国学力・学習状況調査の結果（全国・山梨県）（単位：点）  

【図表１１-１】                        【図表１１-２】  

 
  

【図表１１-３】                       【図表１１-４】  

 

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」（令和３年～令和６年） 
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◇調査の目的：義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から，全国的な児童 

       生徒の学力や学習状況を把握・分析し，教育施策，児童生徒への教育  

       指導の充実や学習状況等の改善を図る 

◇調査対象：国・公・私立学校の小学校第６学年，中学校第３学年 

◇調査内容  

①教科に関する調査（国語，算数・数学）H31 年度調査から英語が加わった  

②生活習慣や学習環境等に関する質問紙調査 
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②体力・運動能力の状況 

県スポーツ健康課が毎年行っている「新体力テスト・健康実態調査」の平成２５

年度から令和５年度までの５年ごとを年齢段階別に比較すると、本県の子ども・若

者の体力・運動能力の実態は、男女ともに全年齢段階で令和５年度は平成２５年

度・３０年度の合計点を下回っています。  

中でも、中学生（１２歳～１４歳）の年代が過去２回の合計点よりも大きく下回

っています。【図表１２－１・２】  

人生１００年時代を生きる子ども・若者にとって、健やかな心身の育成を図るこ

とは、きわめて重要です。体力は人間の活動の源であり、健康維持のほか意欲や気

力といった精神面の充実に大きく関わっており、生きる力を支える上で重要な要素

です。  

このため、家庭、学校、地域社会が連携・協力して、子ども・若者が様々なスポ

ーツに出会い、しなやかな心を培い、幸福な生活を営むことができるスポーツライ

フを実現していくことが重要です。  

 

資料：県スポーツ健康課「新体力テスト・健康実態調査」  
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（６）子ども・若者の社会参加活動 

都市化や地域コミュニティの形骸化などから、地域への帰属意識が低下し、若者

の地域離れが進んでいるといわれています。  

「子ども・若者の意識と行動に関する調査」において、「地域をよくするための活

動があれば参加するか」を尋ねたところ、「積極的に参加する」「内容によっては参

加する」「さそわれれば参加する」とする「参加意向」の回答は８４．２％で、前回

調査より減少していますが、依然高い割合を示しています。【図表１３】  

その一方で、「国や地方の政治に関心があるか」を尋ねたところ、「とても関心が

ある」「ある程度関心がある」とする「関心がある意向」の回答は、５１．６％であ

り、「あまり関心がない」「まったく関心がない」とする「関心がない意向」の４８.

４％と大きな差異はありません。【図表１４】  

社会や地域の将来に関心をもち、子ども・若者の健全育成や福祉や防災活動など

のボランティア活動を通じて、社会の構成員として様々な分野で貢献できる子ども･

若者の育成が求められます。  

  

【図表１３】地域をよくするための活動があれば参加するか（参加意向）（山梨県）  

 

 

【図表１４】国や地方の政治に関心があるか（山梨県） 

 
資料（図表 13・14）：県生涯学習課「子ども・若者の意識と行動に関する調査」（令和５年）  
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（７）子ども・若者の就労状況と意識  

令和５年の「労働力調査」（総務省）によると、全国の若年層（１５歳～３４

歳）の完全失業率は、１５歳～２４歳は４．１％、２５歳～３４歳は３．６％と

やや低下、または変化なしという状況です。【図表１５】  

また、同調査によると、１５歳から３４歳までの若者のうち、フリーターとし

て働いている若者は全国で令和５年は１３４万人に及んでいますが、平成２６年

の１７８万人からは減少しています。【図表１６】  

しかし、令和５年の「子ども・若者の意識と行動に関する調査」項目の 1つに

あった「今の仕事についてどう考えているか」の問いに対し、「今の仕事について

しかたがないから続ける」と回答した人の割合が、平成１９年の１０．０％か

ら、調査を重ねるごとに増加し、令和５年には３０．９％となっており、就職は

したものの必ずしも望んだ職に就けていない現状が読み取れます。【図表１７】  

このような中、各学校段階でのキャリア教育の充実やインターンシップなどを

通じて職業意識を醸成していくことや、就労が困難な若者には、状況に応じた相

談支援や社会体験、職業能力開発の支援などの機会を充実させることが必要で

す。  

 

【図表１５】完全失業率の推移（山梨県・全国）  

 

  ＊完全失業率とは、労働力人口（１５歳以上の働く意欲のある人）のうち、完全失業者（職がなく、求職活動をしてい

る人）が占める割合で、雇用情勢を示す重要指標のひとつ。  

資料：総務省「労働力調査」（平成２６年～令和５年）  
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【図表１６】フリーターの推移（全国）  

 

資料：総務省「労働力調査」（平成２６年～令和５年）  

  

【図表１７】今の仕事についてどう考えているかの推移（山梨県）  

  

 

資料：生涯学習課「子ども・若者の意識と行動に関する調査」（令和５年）  
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（１）ニート（若年無業者） 

総務省は、ニート（若年無業者：「Not in Education, Employment or Training」

の頭文字からとった造語）を１５～３４歳の非労働力人口のうち、家事も通学もし

ていない者と定義していますが、その数は平成１５年以降、おおむね横ばいで推移

しています。  

令和５年の「労働力調査」（総務省）によると、ニートは全国で約５８万人いると

されており、若年層の人口そのものが減少していることを考慮すると、高止まりの

状況にあるといえます。【図表１８】  

令和５年の「子ども・若者の意識と行動に関する調査」では、ニートになると思

われる要因は何かと尋ねたところ、「本人のやる気の問題」５８．８％、「人間関

係」５８．６％、「家庭環境」４９．１％が上位を占めています。【図表１９】  

その一方で、労働政策研究・研修機構の「若年者の就業状況・キャリア・職業能

力開発現状③」によると、就業希望の若年無業者が求職活動をしていない理由とし

て、３人に１人が「病気やけがのため」の回答から、一般の子ども・若者と当事者

との間で意識の相違がみられました。【図表２０】  

  

【図表１８】ニート数の推移（全国）

  
資料：総務省「労働力調査」（平成１５年～令和５年）  
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【図表１９】ニートになると思われる要因は何か（山梨県）  

 

資料：県生涯学習課「子ども・若者の意識と行動に関する調査」（令和５年）  

  

 

資料：労働政策研究･研修機構「若年者の就業状況･キャリア･職業能力開発の現状③」（令和元年）  
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握し、その状況に応じて、総合的な支援を実施することも必要です。 
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（２）ひきこもりの子ども・若者  

令和４年の内閣府「こども・若者の意識と生活に関する調査」によると、１５歳

～３９歳の家や自室に閉じこもって外に出ない子ども・若者の「ひきこもり」は、

全国で６２万人と推計され、前回調査（平成２７年）よりもおよそ８万人増加して

います。【図表２１】  

令和５年の「子ども･若者の意識と行動に関する調査」の県内の１２～３０歳の

「外出頻度が少ない群」の割合は、全体では前回調査(平成３０年)よりも高く、特

に女性や中学生（１２歳～１４歳）の割合が高くなっています。【図表２２】    

また、外出しなくなったきっかけとしては、「病気やけが」１６．４％、「人間関

係がうまくいかなかった」１５．１％、「学校になじめなかった」１２．３％の順に

なっています。【図表２３】   
 

【図表２１】ひきこもりの推計数（全国）  

 

資料：内閣府「こども・若者の意識と生活に関する調査」（令和４年）  

 

【図表２２】普段どれくらい外出するか 「外出頻度が少ない群」の割合  
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【図表２３】外出しない状況になったきっかけは何か（ひきこもり群）（山梨県） 

 
資料：県生涯学習課「子ども・若者の意識と行動に関する調査」（令和５年）  
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 （３）いじめ、不登校、暴力行為、高校中途退学の状況  

令和５年度の「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（文部科

学省）によると、本県のいじめの認知件数は、小学校で７，１９７件、中学校で

１，３４０件、高等学校で１９０件、特別支援学校では２５件、合計８，７５２件 

となっており、前年度よりも増加しています。【図表２４・２５】 

いじめ認知件数の増加は、平成２５年の「いじめ対策推進法」の施行に伴い、い

じめ発見のきっかけとなる「アンケート調査」実施時に、積極的に認知する姿勢が

学校現場に浸透したほか、ささいなけんかにも注目して早期発見に努めるようにな

ったことが要因として考えられます。  

【図表２４】いじめ認知件数の推移（山梨県の国公私立）  

 

   【図表２５】1000人当たりの認知件数（全国・山梨県）  

 

資料（２４・２５）：文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（令和５年） 
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県内の令和５年度の不登校児童生徒数は、小学校で７９４人、中学校で１，４６

７人、合計２，２６１人となっています。【図表２６】  

１，０００人当たりの不登校児童生徒数でみると、小学校児童は２１．２人と全

国平均を０．２人下回り、中学校生徒は７２．５人と全国平均を５．４人上回って

います。【図表２７】  

中学校段階から不登校が増加するのは、小学校から中学校に進学した際に、学習

内容や生活リズムの変化に馴染むことができずに不登校となる「中１ギャップ」が

原因の１つと考えられています。  

  

【図表２６】不登校児童生徒数（年度間 30日以上）（山梨県） 

 
  

【図表２７】不登校児童生徒数比率（年度間 30日以上）  

     (生徒１０００人当たり)（全国・山梨県）  

資料（２６・２７）：文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（令和５年） 

134 125 154 
206 

291 305 
362 

486 

696 
794 

701 732 697 
771 

842 

962 984 

1,131 

1,261 

1,467 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

小学校 中学校

8.3
10.0

13.0
17.0

21.4

39.4 40.9

50.0

59.8

67.1

7.6 9.2
12.6

18.2 21.2

44.7 46.4

54.0

61.3

72.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

R1 R2 R3 R4 R5 R1 R2 R3 R4 R5

全国 山梨

人 

人 



19 

 

一方、令和５年度の本県の高等学校の中途退学者は、前年度より６０人増加の４

２２人で、在籍者数に占める割合（中途退学率）は１．６％になっています。【図表

２８】  

 

【図表２８】中途退学者数及び中途退学率の推移（全国・山梨県）  

 

  資料：文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（令和５年）  
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１０００人あたりの暴力行為発生件数でみると、５．３件と全国平均を３．４件

下回っていますが、増加傾向にあります。【図表３０】  
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【図表２９】暴力行為の発生件数の推移（山梨県）

   
資料：文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（令和５年）  

  

【図表３０】暴力行為１０００人当たりの発生件数（全国・山梨県）  

 
資料：文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（令和５年） 
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携を図り、一人ひとりの児童生徒の抱える様々な問題に応じた相談支援体制の充実

を図っていく必要があります。  
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（４）少年非行の状況 

本県の青少年非行の状況は、刑法犯・不良行為は減少傾向にありましたが、最近

は横ばい状態にあり、共犯や再犯の防止など依然予断を許さない状況にあります。

【図表３１】  

不良行為少年の行為別補導状況としては、喫煙が最も高く３０％、次いで深夜徘

徊が２９％を占めています。また、学識別状況では、高校生が３９％と最も高く、

年齢別状況では１７歳が２５％と最も割合が高くなっています。【図表３２～３４】  

  

【図表３１】過去１０年間の少年非行の推移（山梨県）  

 

 【図表３２】不良行為少年行為別補導状況（令和５年：山梨県）  

資料（３１・３２）：山梨県警察本部人身安全・少年課「少年非行統計」（令和５年）  
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【図表３３】不良行為少年学識別状況（令和５年：山梨県） 

 

       【図表３４】不良行為少年年齢別状況（令和５年：山梨県）

 

                          

 資料（３３・３４）：山梨県警察本部人身安全・少年課「少年非行統計」（令和５年） 
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令和５年の「子ども･若者の意識と行動に関する調査」によると、「万引き、暴力行

為、恐喝などの非行をするのはなぜか」の問いに対し、「お金がほしいから」３３．

３％、「悪いことだと思っていないから」２７．０％、「相談できる人がいないから」

２２．８％の順になっています。【図表３５】 

また、「非行をなくすためには何が必要か」の問いに対しては、「相談できる場をつ

くる」が２９．７％と最も高くなっています。過去調査と比較すると「親・子の信頼

関係をつくる」が２５．６％と前回調査(平成３０年)の３７．６％から大幅に減少し

ています。【図表３６】  

青少年の非行の未然防止のため、子ども・若者がそれぞれの個性を生かし活躍でき

る場や機会を地域社会の中で設けていくことは大切です。また、問題行動への早期対

応を充実させるとともに、非行を繰り返さないように、地域社会における多様な活動

の機会や居場所づくりなど、立ち直り支援をしていく必要があります。 

   

【図表３５】万引き、暴力行為、恐喝などの非行をするのはなぜか（山梨県）  

 
  

【図表３６】非行をなくすためには何が必要か（過去調査との比較）（山梨県）  

 

資料（35・36）：県生涯学習課「子ども･若者の意識と行動に関する調査」（令和５年）  
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（５）子どもの貧困の状況  

「やまなし子どもの生活アンケート」（平成２９年）によると、本県の子どもの

相対的貧困率は、１０．６％（約１０人に１人の割合）となっています。令和４

年に厚生労働省が公表した「国民生活基礎調査」の結果によると、国全体の子ど

もの貧困率は１１．５％（約８．７人に１人の割合）で、本県の子どもの貧困率

の方が低くなっています。  

子どもの貧困の問題は、経済的な困窮だけにとどまらず、人間関係の希薄さ、

学習を含めた様々な体験の機会の喪失、自己肯定感、自尊感情の低下など様々な

問題を含んでいます。また、経済的な不安や悩みを抱えているひとり親家庭など

も増加しており、世代を超えて貧困の状況がつながっていく「貧困の連鎖」も課

題となっています。  

家庭の経済状況によって、子どもや若者の将来の夢が絶たれたり、進路の選択

肢が狭まったりすることがないように、教育、生活面、親の就労など、様々な支

援が求められます。  

児童のいる世帯のうち、ひとり親家庭の推移をみると、父子世帯割合はほぼ横

ばい状態ですが、母子世帯は平成８年を境に増加傾向にあります。本県における

令和元年の母子世帯数は８，６１３世帯あり、児童がいる全世帯の２．５４％と

なっています。ひとり親家庭、中でも母子世帯の平均所得は、他の世帯と比べて

大きく下回っており、子どもの進学等への影響が懸念されます。【図表３７】  

  

【図表３７】ひとり親家庭の推移（山梨県）  

 

資料：山梨県子育て支援局子ども福祉課「山梨県ひとり親家庭実態調査」（令和元年）  
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  （６）若者の自殺の状況  

      令和５年の「人口動態統計」によると、１０代、２０代、３０代の死因の第１

位は自殺となっています。２０代・３０代では、自殺死亡者数がそれぞれ２位の

死亡者数の３倍から５倍近くの数になっています。【図表３８】  

また、「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（文

部科学省）によると、令和５年度の児童生徒の自殺の状況（学校から報告のあっ

たもの）は、高校生２６０人、中学生１２６人で中学生はここ１０年で徐々に増

加していることがわかります。【図表３９】 

    自殺は、貧困や家庭環境のトラブルなど、社会全体で取り組むべき課題が要因

にあるとも言われています。未来を担う若者たちによる悲しい決断を止めるため

にも、当事者意識を持って包括的に解決していくことが求められます。 

 

【図表３８】年齢階級別死因順位〔人口１０万対〕（全国）（令和５年） 

                 資料：厚生労働省「人口動態統計」（令和５年）  

 

【図表３９】児童生徒の自殺の状況（学校から報告のあったもの）（全国）  

 
資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（令和５年） 
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（７）児童虐待の状況  

令和４年の「福祉行政報告例」（厚生労働省）によると、県内の児童相談所で対応

した児童虐待の相談件数は増加の傾向にあります。平成２５年の相談件数４６８件

と比較すると、令和４年はおよそ３倍に増加し、１，４５１件の相談件数となって

います。  

相談内容は、心理的虐待が７５４件で最も多く、全相談件数の半数を超えてお

り、以下、保護の怠慢･拒否（ネグレクト）３９７件、身体的虐待２９０件、性的虐

待１０件と続きます。【図表４０】  

子どもの心身の発達及び人格形成に重大な影響を与える児童虐待を社会全体で予

防するとともに、学校、地域社会、行政、各関係機関が連携しながら、個々のケー

スへの的確で迅速な対応が求められています。  

また、これから親となる世代や子育て中の親に対して、親としての力を高めるな

ど家庭教育に関する学習機会の充実や情報提供の充実など、支援体制を整備してい

くとともに、子育てを家庭だけに任せず、地域社会も含めて全体で見守っていくこ

とが必要になります。  

  

【図表４０】児童虐待相談種別対応件数の推移（山梨県、児童相談所分）  

 

資料：厚生労働省「福祉行政報告例」（平成２５年～令和４年）  

  

   

  

468
567

743

970

757

904

1218

1347

1462 1451

140
112

138 169 144
169

295 304

277
290

12 8 14 11 7 12 14 18 16 10

180 222

353

538

404

480

650

756
803

754

136

223

237
252

202

243

259 269

366
397

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

相談件数 身体的虐待 性的虐待
心理的虐待 保護の怠慢・拒否

件
件



27 

 

（８）外国人児童生徒 

本県の「学校基本調査」によると、公立学校に在籍する外国人の子どもの数（令

和５年発表）は、小学校は５１４人、中学校は２３５人、高等学校は２８７人とな

っており、増加傾向にあります。【図表４１】  

また、日本語指導が必要な子どもの数も令和５年度は、小学校３０２人、中学校

１４０人、高等学校・特別支援学校の３４人を合わせると、合計４７６人で、平成

２６年度と比べると２５７人の増加です。【図表４２】  

小学１年生から中学３年生の外国人児童生徒のうちで、経済的な問題や保護者が

日本語を理解していないことによる情報の不足など様々な理由で、学齢期でありな

がら就学していない子どもたちも多少なりともいます。 

 

【図表４１】外国人児童生徒数の推移（山梨県）  

 

資料：県統計調査課「学校基本調査」（令和５年）  
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【図表４２】日本語指導が必要な外国人児童生徒（山梨県）  

 

資料：文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況等に関する調査」 (令和５年) 

  

平成３１年４月より外国人労働者の受け入れ拡大が開始し、本県に在住する外国

人労働者の数も年々増加しています。【図表４３】 

言葉や生活習慣の違いなど困難を抱える在住外国人の子どもについても、同じ地

域の一員として健やかに成長していけるよう、地域全体の意識の醸成を図る取り組

みや教育環境の整備等を行う必要があります。  

 

【図表４３】外国人労働者の概要（山梨県）  

 
資料：厚生労働省山梨県労働局「山梨県内の『外国人雇用状況』について」（令和５年） 
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 （９）ヤングケアラー  

     令和３年の「ヤングケアラーの実態に関する調査研究」によると、中学２年生の

５．７％（約１７.５人に１人）、高校２年生の４．１％（約２４.４人に１人）が

「世話をしている家族がいる」と回答しています。【図表４４】 

当課で実施した令和５年の「子ども･若者の意識と行動に関する調査」では、中学

生（１２歳～１４歳）は１１．２％、高校生は４．３％であり、中学生において

は、全国の調査よりもかなり高くなっています。【図表４５】  

     ヤングケアラーの実態は、家庭内のことで見えにくく、適切な相談先がなかった

ことが、実態把握されてこなかった要因ともいわれています。学校関係者やケアマ

ネージャーなどの支援者だけでなく、ヤングケアラーの子どもたちがいるという視

点を、まずは一人ひとりが認識することが大切です。その上で、居場所づくり・学

習支援・食事の支援など、社会全体でヤングケアラーの子どもたちを守る取り組み

を推進していく必要があります。  

         【図表４４】世話をしている人がいるか（全国）  

 

資料：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「ヤングケアラーの実態に関する調査研究」      

                                   （令和３年） 

【図表４５】家族の中に、お世話をしている人はいるか（山梨県） 

  

         資料：県生涯学習課「子ども･若者の意識と行動に関する調査」（令和５年） 
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 ３ 家庭・地域と子ども・若者 

（１）家庭における教育力  

     家庭は、子どもにとって安らぎの場であり、食事やあいさつなどの基本的な生

活習慣とともに、命の大切さや他者への思いやりなどの基本的倫理観、自立心や

自制心などを身につける上で重要な役割を担っています。  

しかし、核家族化・少子化・共働き世帯の増加【図表２・３・４・４６】な

ど、家庭をめぐる社会環境の変化やインターネットの普及、親子が家庭で一緒に

過ごす時間の減少などにより、家庭内でのコミュニケーション不足が指摘されて

います。 

令和２年の「家庭教育の総合的推進に関する調査研究」（文部科学省）による

と、平日、子どもとふれ合う時間が２時間以内の保護者が、平成２０年は４１． 

６％なのに対し、令和２年は４９．５％と増加し、子どもとふれ合う時間が少な

くなっていることがわかります。【図表４７】  

また、令和３年の「家庭教育の総合的推進に関する調査研究」によると、家庭

教育を行う自信の有無について「あまり自信がない」「自信がない」と回答した割

合が６４．６％とおよそ３人に２人は、家庭での教育に対して自信がない保護者

がいることがわかります。【図表４８】  

さらに同調査研究では、「子育てをする人にとって地域の支えは重要だと思いま

すか」の問いに対し、「（とても＋やや）重要だと思う」の回答が６１．８％とな

っています。【図表４９】 

家庭における教育力の向上を図るためには、保護者だけに家庭教育を任せるの

ではなく、行政や地域、学校などから様々な支援を推進していく必要がありま

す。   

【図表４６】共働き世帯数の推移（全国）  

 

資料：総務省「労働力調査」（昭和５５年～令和５年）  
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【図表４７】子どもとふれ合う時間が普段一日どのくらいあるか（全国）  

 

資料：文部科学省「家庭教育の総合的推進に関する調査研究」（令和２年）  

  

【図表４８】家庭教育を行う自信の有無（全国）  

 

  

【図表４９】子育てにおける地域の支えの重要性について（全国）  

 

資料(48・49)：文部科学省「家庭教育の総合的推進に関する調査研究」（令和３年）  
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（２）地域における教育力   

地域は、子どもたちが様々な社会体験活動を行うことなどを通じて、基本的な

ルールや善悪を判断する力を身につけるとともに、社会づくりに主体的に参加す

る意欲・態度を育む場として重要な役割を担っています。  

しかし、都市化や少子化の進行、人間関係の希薄化などを背景に、子どもたち

の異世代との交流や地域行事への参加が減り、子どもたちが地域の様々な人とふ

れ合う機会が減少するとともに、子ども同士の関わりも少なくなっています。  

     令和２年「家庭教育の総合的推進に関する調査研究」（文部科学省）によると、

地域の中での子どもを通じた付き合いは、平成２８年の調査よりも全ての項目で

下回っており地域の人との付き合いが希薄になっている様子が読み取れます。【図

表５０】  

これらのことから、子ども・若者の身近なところから日常的なあいさつや会話

を広げ、地域とのつながりをつくっていくことや、青少年育成山梨県民会議事業

のスローガン「大人が変われば 子どもも変わる」に象徴されるように、大人への

意識啓発をはじめとした地域における教育力の向上を図る取組を推進していく必

要があります。  

  資料：文部科学省「家庭教育の総合的推進に関する調査研究」（令和２年） 

  

  

  

 

【図表５０】地域の中での子どもを通じた付き合い（全国） 


